
 
資料４ 

令和元年台風等における市の対応に関連する千葉市国土強靭化地域計画の主な取組 

 

リスクシナリオ 対応方策 平成 30年度実施内容 令和１・２年度実施内容（予定） 

1-4 異常気象等による広域か

つ長期的な市街地等の浸水 

高潮災害の発生予防 電話又は窓口にて、問い合わせがあった際に、防災マップで周知を実施した。 

各家庭、事業所に防災タウンページを配布して、周知を実施した。 

・問い合わせに対応して、周知を図る。 

・防災タウンページを配布して、周知を図る。 

・高潮に関するハザードマップ（WEB 版）を作成する。 

1-5 大規模な土砂災害等によ

る多数の死傷者の発生のみな

らず、後年度にわたり脆弱性

が高まる事態 

土砂災害の発生予防 急傾斜地崩壊防止工事を推進した。 

・崩壊防止工事（市事業） 66ｍ整備（宮崎町、長作町） 

（H30 年度末現況 1,409ｍ整備） 

・崩壊防止工事（県事業） 0ｍ整備 

急傾斜地崩壊防止工事を推進した。 

（令和元年度） 崩壊防止工事（市事業） 68ｍ整備（大宮町、長作町、千城台南） 

崩壊防止工事（県事業） 39ｍ整備(大椎町、長作町) 

（令和２年度） 崩壊防止工事（市事業） 80ｍ整備(大宮町ほか) 

崩壊防止工事（県事業） 80ｍ整備（大椎町ほか） 

土砂災害に関する意識

啓発 

・市政だより（６月号）への掲載 

・土砂災害警戒区域等の近隣住民へ緊急情報（避難勧告等）の入手方法等に関するチラシ

配布（６月） 

・市政だより（６月号）への掲載 

・土砂災害警戒区域等の近隣住民へ緊急情報（避難勧告等）の入手方法等に関するチラシ配布（６月） 

・ラジオ放送（ベイＦＭ）による啓発 

・土砂災害警戒区域に指定された箇所のハザードマップの作成及び配布 

・避難勧告等の発令方法の見直し 

・土砂災害警戒区域等の指定の推進 

2-3 救助・救急、医療活動のた

めのエネルギー供給の長期途

絶 

消防署等における非常

用発電設備等の確保 

・庁舎の残耐用年数等を総合的に勘案し、72 時間以上の稼働が可能となる非常電源設備の

整備・改修を行うため、12 か所の実施設計を完了させた。残りの未整備庁舎に関しては、

大規模改修又は建替時に所要の整備を行うよう調整を進める。 

・改修工事（12 か所）を実施する。 

・非常電源を共用する美浜区役所の大規模改修実施設計を行う予定であり、美浜消防署の非常電源設備に

ついても改修を計画する。 

災害時の石油燃料等の

確保 

・平成 30 年 10 月に受援計画の修正をした。 ・受援計画の修正をする。 

医療施設における非常

用電源の確保 

・両市立病院及び総合保健医療センターについて、非常用発電機を設置している。 

 

・両市立病院について、設備の保守整備を継続実施する。 

・今後、総合保険医療センターについて、大規模改修が予定されていることから、発電機の更新等につい

ても検討していく。 

2-4 想定を超える大量かつ長

期の帰宅困難者への水・食糧

等の供給不足 

帰宅困難者に向けた支

援設備の整備 

・民間企業との協定締結により、携帯電話、スマートフォン用充電器の確保 

・新たに一時滞在施設として指定した２施設に 400 人分の備蓄品を整備 

水（500ml）×1,224 本 

クラッカー×910 食 

アルミ毛布×400 枚 

携帯トイレ×2,200 回分 

新たに、一時滞在施設を２施設指定し 300 人分の備蓄品を整備する。また、全ての一時滞在施設に、既存

の備蓄品目に加え、帰宅困難者受け入れに必要となる生理用品について、追加で整備する。 

4-1 電力供給停止等による情

報通信の麻痺・長期停止 

情報通信手段の確保 ・災害時用公衆電話については、市内 274 か所の全避難所へ電話機の納品が完了した。 ・電話、ＦＡＸによる災害時緊急情報配信サービスの開始 

・地域防災無線（移動系）については、ＭＣＡ無線の検討 

防災拠点施設における

非常用電源の確保 

・民間企業との協定締結により、電気自動車の貸出を受けられるよう協力体制を整備した。 

・美浜区内 48 か所の指定避難所にカセットガス式の非常用発電機を配置済み 

・非常用発電機の定期点検を行った。 

・災害時、稲毛消防署にも電力供給を行う稲毛区役所非常用発電機について、始動用バッ

テリー等の交換修繕を行い、整備した。 

・非常用発電機の定期点検を行う予定。 

・常用発電機のブレーカーを修繕する予定。 

・民間企業との協定締結により、防災拠点施設（犢橋中学校）へ太陽光発電設備等を設置する予定。また、

その他の防災拠点新施設である小中学校等へも設置する予定。 

6-1 電力供給ネットワーク（発

変電所、送配電設備）や石油

・ＬＰガスサプライチェーン

の機能の停止 

電力供給ネットワーク

の耐震化 

・共同電線溝について、千葉大網線外２路線の測量・設計の実施 

 

・共同電線溝について、千葉大網線外２路線の設計、工事、支障物件移設、工事 

・共同電線溝について、国道 14 号外１路線の測量、設計 

ライフライン施設の業

務継続体制の構築 

・平成 30 年 10 月に、「千葉市と公益事業との維持管理部門意見交換会」において、災害

時における千葉市と公益企業者との連携等に関する意見交換を行った。 

・ライフライン事業者との連携強化を図る。 

・民間企業との協定締結により、電線の破損等の要因となる倒木を迅速に処理できるよう協力体制を整備

する。 



 

 


